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研究成果の概要（和文）：研究期間を通じて、11回の研究会を実施し、その成果をウェブサイトで公表した。国
内外での調査・研究に加え、研究成果を国内・国際学会・会議で発表してきた。2024年9月に『ビジネスと人権
：国際人権から見た規範形成・普及のダイナミズム（仮）』を日本評論社から出版予定である。同書では、「ビ
ジネスと人権」がとらえるダイナミックな現象の全体像を示したうえで（第1部）、国際社会における展開につ
いて（第２部）、国内社会における受容について（第３部）、さらに国際人権法における当事者の権利の視点
（第4章）から、前進と課題を理論的および実証的に分析および検討した。

研究成果の概要（英文）：Throughout the research period, 11 study meetings were conducted, and their 
outcomes were published on the website. In addition to research and studies conducted Research and 
studies conducted domestically and abroad, research findings have been presented at domestic and 
international academic conferences. The book titled "Business and Human Rights: Dynamics of Norm 
Formation and Dissemination from an International Human Rights Perspective (tentative)" is scheduled
 to be published by Nihon Hyoron Sha Co., Ltd. in September 2024. In this book, after outlining the 
overall picture of dynamic phenomena captured by "business and human rights" (Part 1), the 
developments in the international community (Part 2), and acceptance in domestic society (Part 3) 
are examined theoretically and empirically, along with analysis and discussion of progress and 
challenges from the perspective of stakeholders' rights in international human rights law (Chapter 
4).

研究分野：国際人権法
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の成果として、国際人権法の規則が国家・非国家アクターの行為を媒介して、企業の行為規範として機能
し、一定の明確性と実効性を有することを理論的・実証的に論じたことに意義がある。すなわち、国際人権法が
企業の行為規範としてどこまで具体的内容を有しているのか、また、人権の実効的保障のために国際人権法が企
業の行為規範として機能するとはどういうことかについて検討を行った。本研究を通じて、国際社会および国内
社会の法・政策の視点から、さらに人権条約上の権利保有者の視点から、国際人権法の企業の行為規範としての
明確性や実効性を明らかにすることができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
国際法および国際人権法の新たな研究領域として登場したのが「ビジネスと人権」である。国
連を中心とする国際社会では、企業の事業活動とステークホルダー（労働者、消費者、地域住民、
投資家、政府など）との関わりのなかで生じる様々な人権問題を「ビジネスと人権」として包括
的に捉え、国際的な関心事項として位置づけてきた。企業の社会的責任（CSR）の世界的な広が
りの後押しを受け、2011 年には「国連ビジネスと人権に関する指導原則」が国連人権理事会に
おいて全会一致で承認された。指導原則では、企業が国際人権法上の権利を尊重する責任を有す
ることが確認された。現在、国連人権理事会で当該企業責任を国内裁判で追及し救済を可能とす
る条約案が検討されている。 
この国際人権法を遵守する企業の責任は、既存の国際法理論からみて 2 つの課題を生じさせ
ている。第一は、国家を名宛人として発展した国際人権法が、企業に対してどのような履行内容
を求めているのかが不明確なことである。国際人権法は国家に法的義務を課し、その国家による
立法、行政、司法を通じて企業に対する履行内容が具体化されてきたからである。現在、国際機
関、政府、業界団体、市民社会組織などにより当事者別や業種別などのガイドラインの策定が試
みられているが、本来の規範内容を離れて自由に解釈されるうる危険性が懸念されており、理論
的および実証的な視点から国際人権法が企業の行為規範としてどこまで具体的内容を有してい
るのかを検討する必要がある。 
第二は、国際人権法の実効性を検討する際、「ビジネスと人権」で中心となる行為規範として
の機能が十分に評価されてこなかったことである。国際人権法を含む国際法は、分権性を特徴と
する国際社会において、法としての実効性が常に問われてきた。そしてその実効性が確認できる
国家実行として注目されてきたのが国内・国際裁判などの手続であった。このような法の実効性
として裁判規範を前提とする姿勢は「ビジネスと人権」の先行研究においても同様であり、人権
の実効的保障のために国際人権法が行為規範として機能するとはどういうことかについては積
極的に検討されてこなかったといえる。そこで、本研究では「ビジネスと人権」をテーマに「国
際人権法は企業の行為規範として機能しているのか、機能しているとするならばそれはどの程
度の明確性および実効性を有するのか」を研究課題の中核をなす学術的な問いとする。 
 
２．研究の目的 
本研究は、国際人権法の規則が国家・非国家アクターの行為を媒介して、企業の行為規範と
して機能し、一定の明確性と実効性を有することを理論的・実証的に検討することを目的とす
る。 
第一に、国際人権法の企業の行為規範としての履行内容の明確化である。子ども、女性、先住
民族、障害者、移民・難民、LGBT というマイノリティの視点に、労働者、消費者、地域住民とい
うステークホルダーの視点を加えて分析を行う。権利の内容は多岐にわたるため、差別禁止、身
体の自由および安全への権利、労働の権利、健康への権利、相当な生活水準への権利の 5つの権
利に焦点を当てる。 
第二に、国際人権法の行為規範としての実効性を評価する具体的な分析枠組の構築である。国
際人権法の目的である人権の実効的保障に鑑み、国家・非国家アクターの「予防・救済」の取組
みを指標とし、国際人権法の実効性を段階的に評価できるような具体的な分析枠組の構築を試
みる。 
 
３．研究の方法 
研究メンバーは、研究代表者、研究分担者7名、研究協力者4名の計12名で編成した。国際
法、憲法、国際政治学の学際性に配慮しながら、「ビジネスと人権」研究に先駆的に取り組んで
きた研究者はもちろん、当事者およびビジネスの視点から人権規範を研究する第一線の中堅・
若手研究者および実務家である。 
前述した目的を達成するために、研究代表者の研究総括のもと、ふたつの研究グループを編
成し、研究成果を相互に議論しながら、研究を展開した。第１のグループは、子ども、女性、
先住民族、障害者、LGBTといったマイノリティの視点から企業の行為規範としての国際人権法
の明確性・実効性に関する研究を進め、第二のグループは、企業の行為規範としての国際人権
法の実効性に関して、国際レベル（国連人権理事会、条約実施機関、ILOなど）、国内レベル
（各国の立法・司法・行政、国際比較、日本における動向など）で研究を進めた。このように
グループ化により研究の視点は整理したうえで、個人研究（文献研究および調査研究）を基軸
に、研究会を通じてそれぞれの研究成果を有機的に結びつけることで、本研究プロジェクトの
問いである「国際人権法は企業の行為規範として機能しているのか」について結論を見出すこ
とを目指した。第12回国連ビジネスと人権フォーラム（23年開催）における研究者交流を通じ
て本研究に対して有益な助言・意見等を得たうえで、最終的には各自が原稿としてまとめた。 

 
 
 



４．研究成果 
 本研究は、当初 2019 年度から 4年間のプロジェクトであったが、2019 年末に始まる新型コロ
ナウイルス感染症の世界的な拡大により、2020 年度および 2021 年度に予定していた海外調査研
究および研究者交流、関係者へのインタビューなどの実施が不可能となったことを受け、1年延
長しての実施となった。 
 
(1)国内での合同研究会の実施 
 2019 年～2023 年度において、対面およびオンラインにより 11 回の研究会を実施した。科研プ
ロジェクトを構成する 12 名の研究員による年次研究報告に加え、ビジネスと人権に関する課題
の専門家・実務家をゲストとして招き報告をいただいた。例えば、東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会における持続可能性に配慮した調達コード（黒田かをり氏（2019 年度第 2 回研
究会））、貿易政策・貿易協定と「ビジネスと人権」（濱田太郎氏（2022 年第 1回研究会））、投資
条約仲裁と国際人権法（平野実晴氏（2022 年第 1 回研究会））、欧州の気候変動訴訟（中西優美
子氏（2022 年第 2 回研究会））、EU 競争政策と「ビジネスと人権」（亀岡悦子氏（2022 年第 2 回
研究会））がある。研究会の成果は、ウェブサイト（https://bhrts2019-2022.org/index.html）
で公表している。 
 
(2)国内・海外での研究調査の実施 
 科研テーマに関して、国内外での調査・研究に加え、研究成果を国内・国際学会・会議で発表
してきた。新型コロナが発生する前の段階で、海外での研究活動として、スイス・ジュネーブの
国連人権理事会または国連人権高等弁務官事務所において当事者の視点からのインタビュー調
査などを行うとともに、国連ビジネスと人権フォーラムに参加し「ビジネスと人権」の最新の研
究・実践動向について調査した。コロナ禍では、海外調査は難しくなってしまったが、11 月末
に開催される国連人権理事会の「ビジネスと人権フォーラム」にオンラインで参加するとともに、
22 年度に入ってからは、EU（ベルギー・ブリュッセル）への研究出張、英国・フランスへの研究
出張、そして 23 年度には国連ビジネスと人権フォーラムが対面で開催された。そこでの研究者
交流を通じて研究成果に対して、世界各地から集まる専門家から非常に有益な助言・意見等を得
ることができた。 
 
(3)研究成果としての書籍刊行を予定 
研究成果として、2024 年 9 月に『ビジネスと人権：国際人権から見た規範形成・普及のダイ
ナミズム（仮）』を日本評論社から出版予定である。同書では、「ビジネスと人権」がとらえるダ
イナミックな現象の全体像を示したうえで（第 1部）、国際社会における展開について（第２部）、
次に国内社会における受容について（第３部）、前進と課題を理論的および実証的に分析および
検討する。そのうえで、国際人権法における当事者の権利の視点から「ビジネスと人権」および
その実施について検討する（第 4部）。 
第 1部では、第 1章の「グローバル社会における『ビジネスと人権』のダイナミズム」として
国連ビジネスと人権に関する指導原則とは何か、また本書で示す国際、国内、当事者という視点
の意義について説明する。さらに、第 2章では、「ビジネスと人権」というコンセプト化の意義
と課題を、政府、企業、市民社会等の視点から論ずる。 
第２部の国際社会における「ビジネスと人権」の展開では、第 3章として、ビジネスと人権条
約の制定に向けた国連における作業経過と主要論点を、第 4章として、ILO 基準の企業に対する
行為規範としての展開を、第 5章として、国連の「持続的な平和」における「ビジネスと平和」
の統合を論ずる。 
第３部の国内社会における「ビジネスと人権」の受容では、第 6章として立憲主義からの議論
を、第 7章として競争法の視点からの議論を論ずる。第 8章ではフランスにおける人権デューデ
ィリジェンス法の研究を、第 9章では労働分野における地域・国内政策の比較分析を行った。第
10 章では、日本では 2020 年に「『ビジネスと人権』に関する行動計画」が策定されるが、それ
に至る経緯と今後の課題を研究した。 
第 4部では、「ビジネスと人権」に対する当事者別の国際人権法の視点からの問題提起として、
女性の権利（第 11 章）、LGBT の権利（第 12 章）、子どもの権利（第 13 章）、障害者の権利（第
14 章）、先住民族の権利（第 15 章）から論じた。 
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